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1．はじめに 

 

日本では３時間降水量 200 mmを超える集中豪雨がしば

しば観測され，大規模な地滑りや洪水をもたらす．そのよ

うな事例は主に，「線状降水帯」と名付けられたほぼ停滞

する線状の降水システムによってもたらされる1)-4)．線状

降水帯は気象庁の用語集での記述のように，「次々と発生

する発達した雨雲（積乱雲）が列をなした，組織化した積

乱雲群によって，数時間にわたってほぼ同じ場所を通過ま

たは停滞することで作り出される，線状に伸びる長さ 50

〜300 km程度，幅20〜50 km程度の強い降水をともなう

雨域」として定義されている．この定義からもわかるよう

に，ほぼ同じ場所に強雨が持続することから，気象レーダ

ーでみられる，寒冷前線などに伴って移動する線状の雨域

（降雨バンド）は線状降水帯を作り出さない．また，気象

学的に厳密な定義はなされておらず，量的にも厳密な定義

はない．特に，量的な定義は，集中豪雨同様に災害に直結

し，気象庁が大雨警報（洪水）の判断基準に用いているキ

キクルで考慮されている直前までの降水量や地域特性も

鑑みる必要があるために避けるべきである．ただ，学術的

に線状降水帯の発生に関わる研究を行う際には，第３章で

述べるように適切な閾値を設定する必要がある．参考まで

に気象庁の用語集では，集中豪雨は「同じような場所で数

時間にわたり強く降り，100 mm から数百mmの雨量をもた

らす雨」と説明されている． 

さらに，線状降水帯の適切な英訳も存在せず，レビュー

論文4)では，日本語の発音のまま，“senjo-kousuitai”と

記載されている．これは，既存の線状の降雨域として用い

られている英語表記（例えば，quasi-linear convective 

systems）を用いるとその現象がイメージされ，線状降水

帯の大雨に対するイメージからかけ離れるためである．な

ぜなら，線状降水帯による集中豪雨が日本周辺以外（朝鮮

半島南部では発生している可能性は高い5））ではほぼ発生

していないと考えられるので，そもそも適切な英語表記が

存在しないためである． 

集中豪雨は数時間にわたってほぼ同じ場所で降る降水

によってもたらされるが，大雨には「ゲリラ豪雨」と報道

され，1時間程度で局所的に大雨が降る局地的大雨とよば

れる短期間強雨もある．局地的大雨は「数十分の短時間に

狭い範囲に数十 mm 程度の雨量をもたらす雨」と気象庁の

用語集では説明されている．ここで使われている「ゲリラ」

とはゲリラ戦（遊撃戦）とよばれる不正規戦闘を行なう兵

士のことであり，臨機に奇襲や待ち伏せを行なうことから，

不意打ちで予想できない大雨という意味で使われている．

「ゲリラ豪雨」は事前の予測が困難な局地的大雨に対して，

1969 年に気象庁の職員が初めて使った用語であるが，最

近では予測できていた大雨も「ゲリラ豪雨」として報道で

は取り上げられることもあり，本来の理由付けで必ずしも

用いられているわけではなさそうである．局地的大雨の特

徴は，団塊状の降水域が複数散在して見られることが多く，

１つの降水域の長さ・幅とも 20 ～ 30 km 程度であり，

それぞれでの降水の持続時間は最大1時間程度で，100 mm 

以上の大雨をもたらすこともある．この大雨によって都市

部で内水氾濫がたびたび引き起こされる． 
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2．線状降水帯という用語の由来 

 

1980年代に気象庁が全国展開する20か所の気象レーダ

ーのデータがデジタル化され，それを合成することで全国

の雨雲レーダーが運用されるようになった．その後，1989

年にはアメダス等の雨量計で補正した面的な 1 時間降水

量を示すことができる解析雨量が作成されるようになり，

その分布から集中豪雨の多くは線状の降水域でもたらさ

れることがわかってきた．「線状降水帯」という用語につ

いては2000 年前後に気象研究所の研究者が，九州の地形

に由来する線状に伸びる降雨域 6)を対象に用いはじめ，

2007年発刊された教科書「豪雨・豪雪の気象学」1)で現在

とほぼ同様の定義がなされた．その後，2012 年の平成24

年新潟・福島豪雨の発生要因として，気象研究所からの報

道発表の中で初めて用いられ，2014年8月20日の広島で

の大雨後に多くの報道機関でも使われるようになり，2017

年の流行語大賞にノミネートされたこともあり，世間に認

知されるようになった．参考までに，「集中豪雨」という

用語は 1953 年 8 月 14 日に京都府南部で発生した南山城

水害を報道した新聞紙面上で初めて使われ，その水害は降

水分布 7)から線状降水帯による大雨だったと考えられる． 

 

3．集中豪雨と線状降水帯の発生頻度の特徴 

 

集中豪雨と線状降水帯の発生頻度の特徴については，解

析雨量を用いて24時間および3時間で積算した降水量分

布からそれぞれの閾値（年平均降水量 12 %，130 mm/3h）

を定義することで調査されている4),8)．その調査では，24

時間以内，直線距離で 150 km 以内のものは同一事例とし

て除外され，最大3時間降水量の観測時での降水量 50 mm 

以上の領域分布の縦横比で線状降水帯であるかどうかが

判断されている．その結果をみると，集中豪雨事例は太平

洋側で数多く抽出されているが，北海道や東北地方を含む

北日本でもそれなりの数の事例が抽出されている．また，

集中豪雨事例に対する線状降水帯の割合は約半分であり，

台風・熱帯低気圧本体付近（中心から 500 km の領域）を

除くと約3分の2に達する（表-１）．特に，九州を含む南

日本では集中豪雨事例のほとんどが線状降水帯による． 

東日本および南日本での集中豪雨事例数における月別

の推移(図-１)をみると，東日本での線状降水帯は9 月に

一番多く発生し，それらの多くは台風・熱帯低気圧の遠隔

（中心から500 km～1500 km の領域）での発生事例であ

る．このような領域で発生する大雨は PRE（Predecessor 

Rain Event）9)とよばれることがあり，日本列島のはるか

南海上に台風が存在している際，秋雨前線の南側にあたる

日本列島の太平洋側でたびたび発生する．2000年9月11

～12日に発生した東海豪雨や2015年9月9～10日に発生

した関東・東北豪雨が代表例である．南日本では，梅雨期

である6～７月に線状降水帯が多発し，梅雨前線付近で発

生する集中豪雨事例のほとんどが線状降水帯によっても

たらされている． 

上述の集中豪雨の閾値 130 mm/3hを用いて，1976年か

ら 2020 年のアメダスデータから調査した，年単位および

7 月の集中豪雨の発生数の経年変化 10)を図-２に示す．年

単位の変化では，気象庁の気候変動監視レポート11)で示さ

表-１ 1995～2009年の暖候期（4-11月）に発生した集中豪

雨における領域別の線状降水帯とその他の事例数8) 

台風・熱帯低気圧本体（台風・熱帯低気圧の中心から 500 km

以内）で発生した集中豪雨は除く. また，領域は図-1に示す. 

 

 
図-１ 1995～2009 年における月別の東日本と南日本での台

風・熱帯低気圧本体（台風・熱帯低気圧の中心から 500 km 

以内），台風・熱帯低気圧本体を除く線状降水帯，およびその

他の要因による集中豪雨の発生事例数8) 

 
図-２ アメダス３時間積算降水量 130 mm 以上の1300地点

当たりの年単位（黒）と７月（赤）の発生回数の経年変化10)． 

細線は5年移動平均，太線は長期変化傾向． 
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れている１時間降水量 50 mm および 80 mm 以上の発生

数と同様に，集中豪雨の発生数は信頼水準 99 %以上で増

加傾向を示し，45 年間で約 2.2 倍の長期増加傾向になっ

ている．月別の変化では，梅雨期での集中豪雨の増加傾向

が顕著で，7月の発生頻度が45 年間で約3.8 倍（信頼水

準 95 %以上）に増大している．梅雨期の集中豪雨事例の

大半が線状降水帯によるものであること4),8)が示されてい

ることから，同時期の線状降水帯による大雨も顕著な増加

傾向にあることが考えられる．参考までに，年間の発生数

が集中豪雨とほぼ一致するように 68 mm/h とした1時間

降水量，すなわち短時間強雨の発生数の45 年間の経年変

化では，通年で2.0倍，7月で2.8倍となり，同様の傾向

がみられるものの，集中豪雨の増加傾向の方がより顕著で

あることがわかる． 

 

4．線状降水帯の形成・維持過程 

 

(1)破線型とバックビルディング型形成 

線状降水帯の形成過程としては主に，暖湿流がほぼ停滞

している局地前線に流入することで，積乱雲が前線上で同

時発生して線状に連なるようになる破線型と，下層風の風

上側に新しい積乱雲が次々発生し，既存の積乱雲とともに

線状に組織化するバックビルディング（BB）型の２つに分

類される（図-３）．破線型形成の例として，2013年台風第

26号に伴う伊豆大島での大雨事例（図-４）を示す．台風

接近時に関東平野で先行降雨があり，その降雨に伴う雨粒

の蒸発によって作り出された冷気外出流が南西方向に向

かって海上に流出し，台風周辺の南東方向から流入する下

層暖湿流と衝突することで房総半島から伊豆大島を横切

るように局地前線が形成されている．その局地前線上に線

状降水帯が形成し，24時間で最大 824 mm の降水量とな

った．この大雨は伊豆大島の地形の影響が大きかったこと

が数値シミュレーションの結果から確認されている13)． 

BB型形成の例として，2014年8月の広島での大雨事例

（図-５）を示す．地上天気図をみると，広島市は東シナ

海から日本海上にかけて停滞していた前線の約 300 km 

南側で，その前線を内包して存在していた上空の湿った領

域（梅雨期の湿舌14）に対応）の南端に位置していた．この

前線と大雨域との位置関係は梅雨期に大雨が発生する多

くの事例と類似している．また大雨をもたらした下層水蒸

気は豊後水道から流入したことが報告されている15)．この

下層水蒸気流入が継続したことで，下述するように，広島

県と山口県との県境付近から降雨域が北東方向に伸びて

停滞し，3時間に 200 mm を超える大雨となった． 

 

(2) BB型による線状降水帯の形成・維持メカニズム 

2014年8月の広島での大雨事例（図-６）を用いて，BB

型による線状降水帯の形成・維持メカニズムを図解説する．

まず形成過程について，10 分ごとの降水強度分布の時系

列（上図）から説明する．20日00時40分には①～④，⑤

～⑨の複数の積乱雲で構成されている２つの線状の積乱

雲群ＡとＢが存在し，発達した積乱雲は高度 16 km（対流

圏界面）に達している（中図）．積乱雲群Ｂの形成過程に

着目すると，19 日 23 時 40 分頃に発生した積乱雲⑤が北

東に動きつつ，その南西側に次々と積乱雲⑥～⑨が発生し

て積乱雲群Ｂを形成していることがわかる．このように積

 

 
図-３ 線状降水帯の形成パターン．(上図) 破線型と (下図) 

BB型．(上図) の破線は局地前線，(下図)の矢印は積乱雲の

移動を示す．12) に加筆. 

 

 
図-４ 破線型形成による線状降水帯の例（2013 年台風第 26

号に伴う伊豆大島での大雨）．（左図）10月15日21時の地上

天気図と（右図）16日06時までの24時間積算解析雨量.  

 

 
図-５ BB 型形成による線状降水帯の例（2014 年8月20日

の広島での大雨）．（左図）8月19日21時の地上天気図と（右

図）20日04時までの3時間積算解析雨量． 
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乱雲が進行方向の上流側（逆側）で次々と発生して，3～5

個程度の積乱雲で構成された線状の積乱雲群を形成して

いることから，BB型形成であることが確認できる．また，

２つの積乱雲群ＡとＢが連なっているように，複数の積乱

雲群が連なることで線状降水帯が形成されており，線状降

水帯には積乱雲→積乱雲群という階層構造がみられる（下

図）． 

次に，200 mmを超える大雨に至った要因について，線状

降水帯の維持過程から説明する．30 分毎の降水強度分布

（図-７）をみると，複数の積乱雲群（Ａ～Ｇ）が約30分

毎に山口県と広島県の県境付近で次々と発生し，北東に移

動しながら南西から北東方向に線状に伸び，それらが連な

ることで長さ約 100 km の線状降水帯を形成・維持してい

たことがわかる．このように積乱雲群もその進行方向の上

流側（逆側）で次々と発生し，積乱雲群のBB 型形成で線

状降水帯を構成している．すなわち積乱雲から線状の積乱

雲群，積乱雲群から線状降水帯の２つの発生過程はどちら

もBB型形成である． 

ここで，200 mm 以上の降水量が観測された広島市三入

アメダス地点（図-７の水色線の交点）での雨の降り方を

見てみる．10分降水量の時系列（下図）をみると，次々と

発生した５つの積乱雲群（B・C・D・F・G）が三入上空を通

過して，それぞれの積乱雲群が20～30分の間に10分降水

量 10～20 mm の降水をもたらし，途切れることなく強雨

が持続していることがわかる．このように，積乱雲群が

次々と発生して線状降水帯が停滞したことで大雨に繋が

った． 

 

5．線状降水帯の予測可能性 

 

前章で紹介した広島での大雨事例で，数値モデルがど

の程度の大雨を予想できるかを示す．図-８は，水平解像

度 5 km（気象庁メソモデルに対応），2 km（気象庁局地モ

デルに対応），1 km および 250 m の数値モデルが予測し

た2014年8月20日4時の前3時間降水量分布である（以

降，水平解像度 5 km の数値モデルを 5 km モデルのよ

うに記述する）．5 km モデルでは，線状の降水域の予測も

不十分な上，最大降水量が 32 mm/3h 程度であり，この資

 
図-８ (a) 2014年8月20日4時までの水平解像度 (a) 5 km，

(b) 2 km，(c) 1 kmと (d) 250 m の数値モデルが予測した3時

間積算降水量分布（初期値：19日18時）4)  

 

 
図-６ (上図) 2014年8月19日23時40分～20日00時40分

（10分毎）の降水強度分布（mm/h），(中図) (上図) の20日00

時 40 分の線分上の南西-北東鉛直断面図と (下図)線状降水帯

の階層構造の模式図4)． 

 
図-７ (上図) 2014年8月19日23時45分～20日03時15分

（30分毎）の降水強度分布（mm/h）．(下図) 8月19日21時～

20 日 05 時の広島市三入アメダス地点の 10 分降水量（棒グラ

フ）と積算降水量（折れ線グラフ）の時系列4)． 
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料からだけでは大雨を予測するには無理がある．2 km モ

デルでは，山口県と広島県境付近の強い降水域の位置が北

側に僅かにずれているものの，実況（図-５右図）とほぼ

同じ最大降水量をもつ線状降水帯を見事に予測すること

ができている．局地モデルは，予報結果が初期値の1時間

後に利用できるように運用されているので，8月19日19

時過ぎ（大雨発生の6 時間前）には “予報結果を信用す

れば”大雨を予測できていたことになる．ここでは，現業

運用されている数値モデルの予測結果を予報結果とよぶ

ことにする．1 km や 250 m モデルではより実況に近い降

水量分布が予想されているが，本ケースでは 2 km モデル

を用いることで線状降水帯による大雨の予測は可能であ

る． 

“予報結果を信用すれば”と前述した．これは，この予

測を導いた初期値が最適だったためで，本事例では初期値

が新しくなるにしたがって予報結果がかなり変わってい

た．一例として，1時間後（19日19時）の初期値を用い

た 2 km モデルの予測結果を図-９aに示す．最大降水量

は約半分になり，降水域も南側にかなりずれている．さら

に新しい初期値になると，予測降水量はさらに減っていた

（図-９b）．このように初期値に存在する僅かな違いが予

報結果（風向の差など）に大きく影響する．１つの予報結

果だけで，警報を出すかどうかを判断する難しさがここに

ある．このように下層風の僅かなずれが線状降水帯の予測

に影響することは，2004 年福井豪雨の再現実験でも指摘

されている16）． 

 

6．線状降水帯が発生しやすい条件 

 

線状降水帯が発生するためには，第４章で述べたように，

繰り返し積乱雲が発生・発達して，同じ場所で強雨が続く

ことが必要である．そのためには，まず大雨のもとになる，

大量の水蒸気が継続して大気下層に流入することが線状

降水帯の発生しやすい条件①になる（図-10）．大量の水蒸

気の流入量は水平風速と水蒸気量の積であり，単に風速が

大きいだけでは必ずしも積乱雲は発生しない．積乱雲が発

生・発達するためには，流入する空気が暖かく湿っている

ことが必要であり，それが条件②となる．また，積乱雲は

上空に向かって発達していくが，大気中層が乾燥している

と雲が蒸発してしまい，積乱雲の発達が抑制されることに

なる．背の高い積乱雲が発達するためには大気中層が湿っ

ている必要があり，これが条件③となる． 

図-６で示したように，線状降水帯は複数の積乱雲によ

って構成・組織化されている．この組織化には適度な鉛直

シア（大気下層と上空の風速・風向差）が必要であり，こ

の鉛直シアによって，BB 型形成の線状降水帯が作り出さ

れる．この適度な鉛直シアの存在が条件④である．図-11

を用いて，鉛直シアの役割を簡単に説明する．鉛直シアが

ない，無風の場合では，一つ積乱雲が発生するとその周辺

の水蒸気の多くを降水に変え，積乱雲が繰り返し発生でき

ない．逆に鉛直シアが大きい，大気下層に比べて上空の風

速が相当大きい場合では，発達した積乱雲の移動が大きく

なり，次々と積乱雲が発生しても既存の積乱雲と組織化す

ることができない．以上から，積乱雲が組織化するには適

度な鉛直シアが必要であることになる． 

線状降水帯が発生しやすい条件としては，数百 km スケ

ールでみて，上空が上昇流場であることや，大気中層に暖

かい空気の流入がないことなどの条件も見出されている

 
図-９ 図-８bと同じ，ただし初期値は (a) 19日19時と (b) 19

日22時初期値．太い矢印は予想風向で，細い矢印は19日18時

初期値の予想結果．   
図-10 線状降水帯が発生しやすい条件 

 

 

図-11 積乱雲の組織化と鉛直シアの関係 
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18)．これらの条件と，上述の４つの条件と合わせて，線状

降水帯を診断的に予測するための６条件17),18)として，2016

年5月30日から気象庁の予報現業で利用されている． 

 

7．大雨時の線状降水帯の寄与率 

 

平成29年7月九州北部豪雨，令和2年7月豪雨，と2021

年8月11日〜14日の大雨時の期間降水量に対する線状降

水帯の寄与率を図-12に示す．寄与率は線状降水帯による

降水量/大雨時の期間降水量で算出した．線状降水帯の抽

出は気象庁が「顕著な大雨に関する情報」を発表する際の

条件ではなく，付録に記載した 19), 20)の論文の方法に

よる．平成29年7月九州北部豪雨では，２つの線状降水

帯が抽出され，それらの寄与率は 70 % を超え，線状降水

帯主体の集中豪雨事例であったことがわかる．令和2年7

月豪雨では，９つの線状降水帯が九州に抽出され，広範囲

で大雨になったにもかかわらず寄与率は 30 ～ 70 % と

高く，線状降水帯が大きく寄与していた． 

一方，2021年8月11日〜14日の大雨では，九州北部に

７つと東海地方に１つ抽出された線状降水帯の寄与率は

最大 30 % 強である．この寄与率は上述の２つの豪雨事例

での値に比べて小さく，2021 年 8 月の記録的な大雨は停

滞前線による長雨が主体であった．ただ，線状降水帯発生

とほぼ同時にして特別警報が発表されるなど，災害に結び

付く要因になることが多いので安心はできない．また，国

土技術政策総合研究所が行った土砂災害をもたらした集

中豪雨事例の調査では，線状降水帯によって半数以上の事

例が引き起こされ，1事例当たりの人的被害は線状降水帯

によるものがそうでないものに比べて３～４倍多いこと

が示されている． 

 

8．おわりに 

 

線状降水帯は第２章で説明したように，2000 年以降に

集中豪雨に関わる基礎研究によって生み出された防災用

語である．本報告のおわりとして，気象庁のホームページ

にある専門家向け資料集からダウンロードできる教科書
21)の中で，線状降水帯の説明の注釈として記載されている

内容を下に転記させていただく． 

「集中豪雨と同様に，線状降水帯の統一的な定義はない

が，1時間～数時間の積算降水量分布で明瞭に認識できる

ものである．“線状”と“帯” という同意義的な言葉が繰

り返されており，違和感を持たれるかもしれないが，上述

のように限定された降雨域のイメージを一般の方に持っ

てもらい，防災に役立ててもらいたいという思いが込めら

れている．」 

 

付録（線状降水帯の抽出条件） 

19), 20)の論文の抽出条件と気象庁が「顕著な大雨に関

する情報」を発表する条件をそれぞれ太太字字と斜字で示す．

細字は共通条件．なお，第3章で紹介した線状降水帯の統

計的研究4),8)では下記と異なる条件で抽出している． 

 

① 解析雨量（5kmメッシュ）の前３時間積算降水量が8800  

mmmm(100 mm)以上の分布域の面積が 11000000～～1155000000  kkmm22 

(500 km2以上) 

② ①①がが55時時間間以以上上ほほぼぼ同同じじ位位置置にに停停滞滞 

③ ①の形状が線状（長軸・短軸比2.5以上） 

④ ①の領域内の前３時間積算降水量最大値が 110000  

mmmm(150 mm)以上 

⑤ ①の領域内の土砂キキクル（大雨警報(土砂災害)の危

険度分布）において土砂災害警戒情報の基準を実況で

超過（かつ大雨特別警報の土壌雨量指数基準値への到

達割合8割以上）又は洪水キキクル（洪水警報の危険

度分布）において警報基準を大きく超過した基準を実

況で超過 

 

 
図-12 (a) 平成29年（2017年）7月九州北部豪雨，(b) 令和2年（2020年）7月豪雨，と (c) 2021年8月11日〜14日の大雨時

の期間降水量（カラ―）に対する線状降水帯の寄与率（等値線）．図中の数値は抽出された線状降水帯の数. 廣川康隆氏（気象研究

所）作成． 
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